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はじめに
近年の地球温暖化による気候変動は、ワイン産業にも大きな影響を与えている。ワイン造りは

まずブドウ栽培から始まるが、このブドウ栽培が温暖化の影響を受けている。北海道やイギリス
南部など、これまでブドウが十分に熟すことが難しかった場所で、ブドウが良く熟すようになっ
たというメリットもあるが、従来産地への悪影響の方が多い。例えば、気温が高くなることによ
り、ブドウの糖度が早く上昇し、酸が早く減少してしまうので、これまでより早く収穫せざるを
得ない。しかし、その時点で色や風味の成分がまだ十分に成熟できていないことがあり、ワイン
の品質に影響してしまう可能性がある。

さらに昨今は異常気象による被害も多く報告されている。南米のアルゼンチンとチリでは、ブ
ドウの収穫期である2016年 4 月に、エル・ニーニョ現象の影響で、15日間にわたり雨が降り、そ
の量は、例年の400%増（1）という多さだった。このため、ボトリティス・シネレア菌というカ
ビ菌がブドウに発生し、ブドウをワイン造りに使うことができず、アルゼンチンでワイン生産量
が前年の約30%減、チリは約20%減となった（2）。翌2017年には、エル・ニーニョの逆のラ・ニー
ニャによる干ばつのため、チリのワイン生産量は2016年よりもさらに 6 ％減少した（3）。

このような栽培環境の変化を前にして、ワイン造りを持続可能なものとするためには、温暖化
に対応し、環境を守ることが重要な課題であると認識し、世界各地のワイン産地では現在、温室
効果ガスの排出量の削減をはじめ、水とエネルギーの使用量の削減、再生可能エネルギーの創出
などに取り組んでいる。この考えの大前提には、IPCC（気候変動に関する政府間バネル）の報
告（4）にあるとおり、温室効果ガスを大量に放出してきた人間活動が、現在の地球温暖化に影響
していることは明らかだとする考えに基づいていることはいうまでもない。同時に、環境を守る
ためには、農薬の使用を削減することの重要性も認識されている。

本稿では、気候変動についてまず国際的およびEUとフランスの枠組みをみたうえで、ボルドー
での取り組みを俯瞰する。あわせて農薬の削減についてもボルドーでの取り組みを検討し、環境
を守り、持続可能な産業とするためのボルドーの対策の先進性とその理由を明らかにしたい。

１．気候変動に対する国際的な枠組み
⑴　世界的な枠組み

気候変動に対する初めての国際的な取り決めは、1992年の国連環境開発会議で採択された気
候変動に関する国際連合枠組条約である。日本を含む150ヵ国以上が署名し、1994年 3 月に発
効したこの条約では、先進国に対して温暖化の原因である温室効果ガスの排出量を、1990年代
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の終わりまでに1990年の水準に戻すことを目指すとした（5）。
1997年のCOP3で、京都議定書が採択され、温室効果ガス排出量を2008年から2012年の間に、

先進国全体で1990年比で最低 5 ％削減すること、そして先進国の国ごとにも温室効果ガス排出
量の削減目標を決定することが採択された（6）（米国は批准しなかった）。

2015年のCOP21では、京都議定書の後継として、2020年以降の新たな枠組みとなるパリ協
定が採択された。この中で、世界共通の長期目標として、世界の平均気温上昇を産業革命以前
に比べて 2 ℃より十分低く保ち、できれば1.5℃に抑える努力を追求することに言及したほか、
途上国を含むすべての国が削減目標を 5 年ごとに提出・更新し、その実施状況をレビューする
ことなどが決定された（7）。2017年 6 月に、米国のドナルド・トランプ大統領が、このパリ協
定からの脱退を表明したことは記憶に新しい。

⑵　EUの枠組み
地球温暖化について、前述の国際的な枠組みに基づき、EU諸国は、2007年に「EU Climate 

and energy package（EU気候とエネルギーのパッケージ）」を合意し、2009年に一連の対策
を法制化した。この中で、温室効果ガス排出量を1990年のレベルに対して 20%削減すること、 
最終エネルギー消費における再生可能エネルギーの割合を20%とすること、エネルギー消費の
20%効率化の向上が目標として設定された（8）。

⑶　フランスの枠組み
「EU Climate and energy package」の合意に基づき、フランスも大方針を定めた。当時の

ニコラ・サルコジ大統領のもと、2007年に環境グルネル会議が開催された。余談だが、「グル
ネル会議」は、関係者全員が集まって討議をする会議のスタイルを指しているもので、1968年
に深刻な労働争議があった際、パリのグルネル通りにある労働省に、政府関係者、企業、労働
者代表らが集まり、対応を協議し解決に至ったことから、使われるようになった言葉である。
環境グルネル会議には、政府関係者、地方自治体、企業、環境関連のNGO代表など、環境問
題にかかわる多分野の代表者が集まり、2007年 7 月から10月の 4 カ月にわたり、環境対策が討
議された。

この会議の結果に基づき、2009年 8 月 3 日付けで環境グルネル法（9）が制定された。その第
2 条で、2020年までに温室効果ガスの排出量を1990年比20%削減、エネルギーの効率化20%、
再生可能エネルギーを最終エネルギー消費量の最低23%とすることが明記された。

２．気候変動に対するボルドーの取り組み
⑴　ボルドーの公約

ボルドーワイン委員会（CIVB）は2008年に、ボルドーワイン業界全体で排出する温室効果
ガスの量を初めて算定した（カーボンフットプリント）。これによると、二酸化炭素換算で
840,000トンを排出していることが判明。このうち、ガラスボトルなどの使用材料による排出
が36%、国内外への陸送、海路、空路を使った配送による排出が20.5%、ブドウ栽培、ワイン
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醸造などの際のエネルギーによる排出が13.2%を占めた（10）。
この結果をもとに、翌2009年、ボルドーは産地全体の合意として、「Plan Climat（環境計画）　

2020」を発表した。この中で、2020年までに温室効果ガス排出量の20%削減を明言したほか、
エネルギーの使用量を20%削減、水の使用量を20%削減、そして再生可能エネルギーの創出を
20%増とすることを表明した（11）。

⑵　温室効果ガス排出量の削減
2013年に、第 2 回目となるボルドーワイン業界全体のカーボンフットプリントの算定が行わ

れ、二酸化炭素換算で排出量が、 9 %減の770,000トンまで減少していることが判明した（12）。
排出量の減少に最も大きく貢献したのは、ガラス製のワインボトルの軽量化である。軽量化の
ために原料の投入量を減らした結果、製造過程でのCO2の排出量を減らすことができるうえに、
軽量化により輸送時のCO2の排出量も減らすことができるからである。

軽量化することにより、ガラスボトルの強度が心配されるところだが、「ナローネック・プ
レス・ブロー」と呼ばれる新たな製法は、イギリスのWRAP（廃棄物・資源アクションプロ
グラム）によると、従来のブローアンドブロー法よりも、ガラスが均質に散らばるので強度は
変わらないどころか、従来の製法による重いボトルよりも強いくらいである」という（13）。ま
たガラスボトルは光を通すので、ワインが光、特にUV光により変質するリスクがあるが、
WRAPによると、「ガラス壁が薄くなっても、ライトから中身を守る力は極端には落ちない」
という（14）。　　　

なお、ガラス軽量化による温室効果ガス排出量軽減の効果は広く認識されており、日本でも、
ビール瓶などで軽量化ボトルの使用が進んでいる。WRAPの研究では、「ガラスボトルの重量
を20%軽減すると、750mLのフルボトル 1 本あたり、100gのCO2の排出を抑えられる」として
いる（15）。

⑶　水の使用量の削減
ボルドーの場合は海洋性気候で、年間を通して雨が降るので、灌漑を必要とすることは基本

的にはない（若木には灌漑をする場合はある）。このため、水の使用量の削減活動の対象とな
るのは主には醸造所内でのことで、例えば、アルコール発酵中は、発酵に伴い熱が発生するの
で温度が上昇するが、ある程度温度が高くなりすぎると酵母が活動できず、発酵が止まってし
まう危険がある。このため、ステンレスタンクの外側の配管に冷水を流して、温度が上がりす
ぎないようにコントロールする。また、タンクや樽の洗浄にも水は必須である。節水方法の一
つは、リサイクルした水を再利用することである。その他の例として、メドック格付け第 4 級
のシャトー・ラフォン・ロシェ（サン・テステフ）では、鏡面仕上げの汚れがつきにくいステ
ンレスタンクに入れ替え、さらに洗浄水を噴霧することにより、水の使用量を減らすことに成
功した（16）。
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⑷　エネルギーの削減
エネルギーは、栽培・醸造のあらゆる場面が削減の対象となる。例えば、上述のシャトー・

ラフォン・ロシェでは、2015年の発酵室の改築の際に、屋根に窓を取りつけて、明るい自然光
を取り入れ、発酵室での電気の使用量を抑えている。生産者の中には、醸造室の各機器に電気
メーターを取りつけて消費量を管理し、電力消費を抑える努力をしているところもある。ワイ
ンの品質向上のために取り入れた設備や技術が、結果としてエネルギーの削減につながるケー
スもある。近年ボルドーでは、ワインと微量の酸素との接触による複雑性を求めて、木製やコ
ンクリートの発酵槽を設置する生産者が増えており、シャトー・ラフォン・ロシェでもコンク
リートタンクを増設している。木製やコンクリートの発酵槽は、周囲の温度変化の影響をステ
ンレススティールよりも受けにくいので、温度管理のためのエネルギーもステンレススティー
ルより削減できるという効果を生み出す。また従来は、アルコール発酵の後にマロラクティッ
ク発酵（17）を行っていたが、微生物の安定などを求めて、両者を同時に行うコ・イノキュレー
ションの技術を取り入れる生産者がボルドーで増えている。同時に行うことにより、アルコー
ル発酵により発生する熱でマロラクティック発酵が進むため、アルコール発酵の後にマロラク
ティック発酵のために温度を保つエネルギーが不要となり、エネルギーの削減にも寄与する効
果が認められている（18）。

⑸　再生可能エネルギーの創出
再生可能エネルギーは、太陽光、風力、地熱、水力、バイオマスなどが考えられるが、ワイ

ン生産者が取り組めることとしては、ソーラーパネルの設置や、バイオマスの活用が挙げられ
る。特にバイオマスに関しては、2008年 6 月27日付けのEU規則CE555/2008（同年 6 月30日官
報掲載）の第22条（19）で、醸造により生じる残留物（ブドウの絞りかす、ワインの澱、種や
果皮などの固形物）を、環境保全の規則に従って処理することを義務づけられている。フラン
スでは、この規則を受け、このような残留物を蒸留業者に渡していた。しかし、2014年 8 月18
日付けの醸造残留物の付加価値化に関するデクレ（同年 8 月20日官報掲載）（20）にて、蒸留業
者に渡すのみではなく、メタンガス化施設やコンポスト化の施設に渡すこと、あるいは生産者
自身がメタンガス化やコンポスト化することなどが規定された。

ボルドーでも、地域内にある8箇所の施設で回収するほか、生産者自身がバイオマスを活用
する事例も増えている。例えば、シャトー・プピーユ（カスティヨン・コート・ド・ボルドー）
は、木質バイオマスボイラーに投資し、自社のブドウの剪定枝を燃料として自宅や事務室の暖
房を100%まかなっている（21）。

メドック格付け第 2 級のシャトー・モンローズ（サン・テステフ）は、2007年から2013年の
7 年間をかけて大規模なリニューアル工事を行い、格付けシャトーの中でも環境対策が最も進
んでいるシャトーの一つとして知られている。事務所や醸造棟の屋根に、のべ3,000m2のソー
ラーパネルを設置し、電気を基本的に100%自給自足している。また、地下100mから地下水を
くみ上げているが、これは一定して15℃程度で、この地下水を熱交換器で温度を変えて、建物
の天井などを通じて流し、建物の温度を調節している。筆者はまだ寒い 3 月初めに同シャトー
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を訪問（22）したが、建物の中はコートを着ていなくても十分に暖かかったことを記憶している。
圧巻なのは、天井高11mの「シャトー・モンローズ」のワイン用の樽熟成庫で、天井が高いの
でゆっくりと空気が動くうえに、壁を厚くして、熟成庫内部を一定の温度で保つことができる
ように工夫されている。このシャトーでは、水もリサイクルして、タンクやセラーの洗浄に使っ
ている。

３．農薬の削減と環境にやさしい栽培に対する国際的な枠組み
⑴　EUとフランスの枠組み

EUは、2009年10月21日付けのEU指令「持続的発展と共存できる殺虫剤の使用のための活動
の枠組みの制定」の第 4 条（23）にて、EU加盟国に対し、殺虫剤の使用による人体の健康と環
境への影響を減らすための活動計画（目標、日程、指標など）と、殺虫剤への依存を減らすた
めの代替対策の開発のための計画の策定を促した。

フランスは、このEU指令に対応するものとして2008年に、Ecophytoと呼ばれる10年計画を
導入した。これは2018年までの10年間で、農薬の使用量の50%削減を目標に掲げたが失敗に終
わった。2011～13年と、2012～14年の期間を比較すると農薬の使用量は5.8%増加し、2013年か
ら2014年にかけては9.4%増加してしまったのである（24）。2014年は特に、冬も温暖で湿度が高
く、春の終わりから夏にかけても湿度が高く、例年より涼しかったために、カビ病が広がりや
すかった。ブドウ栽培よりもその他の作物で大きな問題となった。

このため、2015年10月に、新たな10年計画Ecophyto Ⅱが導入された。この計画の目標は二
段階に設定されていて、まず2020年までに、既存の技術を普及させることにより農薬の使用量
を25%減、さらに2025年までに、より大きな変革を取り入れ50%削減を実現するというもので
ある。2019年 6 月には、これまでの対策の強化に加え、発がん性が疑われている農薬のグリホ
サートの禁止のための対策を盛り込むため、Ecophyto Ⅱプラスが導入された（25）。

また、環境グルネルでの提言を受け、2011年に環境認証全国委員会（CNCE）が発足し、フ
ランス農業・食料省により、レベル 1 ～ 3 までの環境認証が制定された。レベル 1 は、環境保
全のための重要な事柄を守ること。レベル 2 は環境保全に有効な16の事項を遵守していなけれ
ばならない。環境に配慮した栽培を行うフランスのワイン生産者団体の認証“Terra Vitis”は、
フランス農業・食料省から、このレベル 2 に相当するものとして認められた（26）。最もハイレ
ベルのレベル 3 の認証は、Haute Valeur Environnementale（略称：HVE、環境重視価値認定）
と呼ばれる。このHVEの取得のためには、生物多様性の維持のための対策を行い、農薬の散
布の戦略をもち、施肥と灌漑の管理ができていることなどが求められる（27）。

⑵　フランスでの有機農法の推進
化学合成農薬・化学肥料を使わない有機農法（ビオロジック農法）を推進することも、環境

グルネルで確認された。2008年に導入された 5 か年計画《Ambition Bio 2012》では、2012年
にフランスの有効農地面積の 6 %を有機農法とすることが盛り込まれた。実際には 4 %と未達
になったものの、一応の成果があると上院で評価され（28）、2013年に新たな 5 か年計画
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《Ambition Bio 2017》、そして2018年には、2022までの 5 か年計画《Ambition Bio 2022》が導
入された。2022年に、有効農地面積の15%を有機農法とすることを盛り込んでいる（29）。　

４．農薬の削減と環境にやさしい栽培に対するボルドーの取り組み
⑴　農薬の削減

ボルドーは、1980年代後半という早い時期から、農薬の削減の研究に取り組んできた。ブド
ウの害虫の代表的なものには、ガやダニがある。例えばハマキガはブドウの果房につき、灰色
かび病の進行を助長する。このハマキガに対する殺虫剤以外の手法の一つは、セクシュアル・
コンフュージョンである。これは、ガの雌のホルモンを放出するカプセルを設置することによ
り、雄がおびき寄せられるが、実際には雌がいないので、力尽きて死んでしまうものである。
5 ha以上のまとまった面積で行わないと効果がないこと、さらにカプセルのコストや 1 haあ
たり500個のカプセルを手作業で仕掛けなければならない手間を考えると殺虫剤よりコストが
高くつくため、これまではあまり普及してなかったが、近年の環境に配慮した栽培の普及によ
り、小規模な生産者が協力して有効な設置面積を確保するなど、その使用が普及された。

害虫に対する別の対応は、天敵である益虫を畑に住まわせて、益虫に害虫を駆除してもらう
方法である。現在ボルドーで注目されているのがコウモリである。コウモリが、ハマキガを捕
食する習性があることが確認されたのである。このため、生産者は、コウモリが畑に住めるよ
うに、巣となるような木箱を畑のそばの木に設置するなどして、コウモリを呼び込んでいる。

生物多様性を維持することは、益虫を呼び込む利点だけでなく、多様な草花が育ち、虫がそ
の受粉を促し、土中で分解させ、ブドウ樹にとり自然の肥料となりうるので、有機栽培の実施
のためにも大切な点である。ボルドーのソーテルヌ地区の格付けシャトー・ギローは、1996年
から農薬や化学肥料を抑える減農薬栽培を始め、その後に有機栽培に転換した。シャトー・ギ
ローでは、「インセクトホテル」と呼ばれる、虫たちの住まいとなるような場所を用意してい
るほか、10kmにわたる生垣を植栽するなど、生物多様性の維持につとめている。この結果、シャ
トー・ギローの2010年の調査によると、66,770匹の虫を捕獲し、635種類以上の節足動物の存
在が確認されたという（30）。

⑵　近隣住民との共存
農薬の散布についてフランスでは、2014年10月13日付けの法律の第53条で、学校の近くでは

リスクの少ない製品を除いて散布禁止、病院や高齢者施設など、農薬で健康被害を受けるリス
クの高い人が集まる場所の周辺についても適切な保護の手段を講じない限り禁止とされた

（31）。ボルドーが位置するジロンド県では、2016年 4 月22日付けの県条令にて、どのような噴
霧器を使うか、生垣の高さをどの程度にするかなど、さらに詳しい規定を決定した（32）。

ボルドーワイン委員会（CIVB）は、独自の活動として、上記の県条令で細かい規定の対象
となった区画を所有する903軒の生産者それぞれに手紙を出し注意を喚起するとともに、平日
は農薬散布を避けるように依頼をしている（33）。加えて、一部の生産者組合は自治体の首長と
の間で、「良好な近隣関係の憲章（Chartes de bon voisinage）」を署名し、リスクの高い人が
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集まる施設から50m以内の場所にブドウ畑を持つ生産者は、散布について役場や当該施設に事
前に知らせることなどを取り決めている。

例えば、AOC（34）コート・ド・ブールは、上述の2014年の法律の第53条に従い、ブドウ畑
から50m以内にあるリスクの高い人が集まる施設のまわりに生垣を植栽する活動を始めた。生
垣が飛散してくる農薬を受け止める役割を果たしてくれるためである。さらに、生産者組合と
市町村の自治体の間で「良好な近隣関係の憲章」を結び、生産者は、リスクの高い人たちが屋
外で活動する時間を避けて散布を行う、散布の遅くとも前日までに、リスクの高い人が集まる
施設と役場に散布の日時を知らせる、一方自治体は生産者にリスクの高い場所の活動時間を知
らせることなどを確認した（35）。

⑶　環境認証の取得の推進
ボルドーは産地全体として、100%なんらかの環境認証を取得することを目的としている。

前述のHVEの認証取得は、ボルドーのあるジロンド県がフランスの中でトップで、2020年 1
月 1 日時点で、1,047軒となった（36）。HVEは、ブドウ栽培だけでなく、農業全般が対象だが、
この数字の多くはブドウ栽培農家である。その他、前述のTerra Vitisや、ビオロジック、ビ
オディナミの認証を加えると、2019年の時点でボルドーのブドウ畑の面積の65%はなんらかの
環境認証を取得していると、ボルドーワイン委員会（CIVB）は発表している（37）。

このような環境認証の取得を積極的にすすめる理由の一つは、販売側からの要望である。筆
者が訪問したシャトー・ラ・ルヴィエール（38）（ペサック・レオニャン）では、フランスの大
手スーパーと取引しようとすれば、「HVEを取得していること」を条件とされると話していた。

さらに、2018年10月30日付けの法律「農業・食料部門と、安全で持続可能な食品とのビジネ
スのバランスを取るための法律」（39）が環境認証取得の推進の大きな推進力となっている。こ
の法律は98の条項から成る複雑な法律で、この法律の目的を一言でいえば、農業者が持続可能
な所得を得られること、そして環境に配慮した持続可能で安全な食品の提供を促進することと
いえよう。この第48条に、「AOCとIGP（40）の生産者は、2030年 1 月 1 日までに、公式に認め
られた環境認証（HVEなど）の対象となるために想定される要求事項に応えるための規定を、
製品の仕様書　（カイエ・ド・シャルジュ）に盛り込まなければならない」と規定された（41）。
端的にいえば、AOCやIGPを名乗るためには、環境認証を取得せよ、ということになる。この
ために、ボルドーのみならず、そしてワインのみならず、AOCやIGPを名乗る農産物は、
HVEをはじめとした環境認証を取得しなければならない状況に追い込まれたのである。

５．ボルドーの取り組みの先進性
⑴　フランスの中で最も進んだ取り組み　　

これまで、気候変動と、農薬の削減に対する国際的そしてフランスの枠組みと、それに基づ
いたボルドーの取り組みをみてきた。ボルドーは、フランスの主要なワイン産地の中でも群を
抜いて取り組みが進んでいると考えられる。その証左として 2 点のことを挙げたい。

一つは、環境認証の取得率が高いことである。前述のとおり、ボルドーの所在するジロンド
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県は、ブドウ栽培のみならず農業全体のHVEの取得件数はフランスの中でトップの1,047軒で
ある。これに対し、やはり取得が進んでいるシャンパーニュでも、HVEの取得件数は、主要
産地であるマルヌ県が535軒、オーブ県が211軒である。

もう一つは、対策をAOCのカイエ・ド・シャルジュ（仕様書）に反映させ、永続的な取り
組みとしていることである。各AOCは、栽培・醸造・販売に関する規定をカイエ・ド・シャ
ルジュにまとめている。これは、当該AOCの生産者が合意したうえで、アレテ（フランス農業・
食料省の省令）として発行されて初めて有効となる。AOCボルドーとボルドーシュペリウー
ルは、環境に配慮した具体的な農法を、AOCのカイエ・ド・シャルジュにワイン産地として
は初めて反映させた。2019年 4 月24日付けアレテにてカイエ・ド・シャルジュを改訂し、区画
全体を化学的に除草することの禁止、農薬散布の頻度（Treatment Frequency Index ［販売量
／標準散布量］）を計算し、記録すること、枯れた株を区画外に出し、区画内に保管してはな
らないことを盛り込んだのである（42）。さらに、2019年6月28日の生産者総会において、気候
変動に適応した新たなブドウ品種 7 種のAOCの規定への導入が満場一致で承認され、現在ア
レテの発行を待っている状態である（43）。

AOCサン・テミリオンは、2018年 5 月15日の生産者総会において、2023年 1 月 1 日までに、
レベル 2 相当の環境認証を取得しなければならないことを採択した（44）。しかしながら第三者
機関の認証をカイエ・ド・シャルジュに盛り込む正当性をINAO（45）は問題視し、まだアレテ
の発行には至っていない（46）。

アレテの発行に至っているかどうかは別にして、このように生産者の一致した見解として各
AOCのカイエ・ド・シャルジュを改訂し、対策を盛り込み、永続的な取り組みとしようとす
ることは、他の産地に先んじた動きである。

⑵　ボルドーの取り組みはなぜ進んでいるのか　
ボルドーの取り組みが、フランスの産地の中でもこのように進んでいる理由の一つは、農家

全員の意識を向上させ、対策に参加できる仕組みづくりに成功したことであろう。ワイン業界
で新世界と呼ばれる、カリフォルニアやオーストラリアなど、欧州よりも後発でワイン造りを
行っている国々では、大規模な生産者が寡占する状態である。大規模生産者の場合は、経営陣
の方針として意思決定を行えば、資金を投入して対策もすすめやすい。しかし、ボルドーをは
じめ、フランスやイタリア、スペインなどのヨーロッパの伝統的なワイン産地は、生産者一軒
あたりが所有する畑面積が新世界の生産者よりも少なく、そのかわりに生産者の数が多い。ボ
ルドーの生産者を構成するのは6,100軒のブドウ生産者、300軒のネゴシアン、30軒の協同組合、
4 件の生産者連合である（47）。産地の取り組みとして実績を挙げるためには、規模も経営状態
も異なるこれらの生産者を取り組みに参加させる仕組みをつくらなければならない。

その結果、ボルドーが導入した仕組みが、環境マネジメントシステム（SME）である。こ
れは、規模の大小や格付けであるかどうかなどにかかわりなく、そしてビオロジックやビオディ
ナミであろうと、農薬を使う農法であろうと関係なく、15社程度で一つのワーキンググループ
をつくり、各グループに 1 人、訓練を受けたトレーナーがつく。各生産者は、トレーナーの助
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言のもとに個別に達成するべき目標をつくり、個々のペースで目標に向かって進む。ユニーク
なのは、グループ間で相互訪問して、情報交換をすることにより、個々の問題を解決して、目
標達成を行いやすくする点である。 1 社だけで行っていると、どうしても解決できないような
問題でも、同業他社の取り組みを参考にすることにより、解決できるというわけである。
SMEは2010年に28社で試験的に開始され、2018年では累計で800社、ブドウ畑の約35%相当が
SMEに参加した（48）。

さらに重要な点は、HVEの集団での取得が認められたため、SMEの活動に参加することに
より、希望すればHVEおよびISO14001（環境マネジメントシステム）を取得できるようになっ
たことである。これにより、HVEの取得軒数も大幅に増加することになったわけである。

このような取り組みを行った背景に、都市化の波を挙げたい。調査会社のデータによると、
ボルドーが位置するジロンド県の2019年の人口は1,620,243人で、フランスで 6 番目に人口が多
い県である（49）。ボルドー市の人口は239,157人で、フランスの中で 9 番目に人口が多い（50）。
さらにその数は増加を続けている。ジロンド県は、その面積の約1/4で農業、主にブドウ栽培
がおこなわれているが（51）、観光地としてサービス業も多く、さらに航空機製造や木材・製紙、
食料品加工のような産業もある。ブドウ畑は常に、都市化により、消滅するリスクにさらされ
ている。このため、環境問題に積極的に取り組み、農薬を削減し、農業者のみならず近隣住民
の健康を守ることが、都市化と共存しワイン産業を維持していくために重要な課題なのである。
このような危機感が、環境面での対策を前進させる要因となったのではないかと考える。実際、
筆者が訪問したビオディナミ農法（52）を実施しているシャトー・レスカールは、ボルドー市
の北東約20kmに位置し、畑と住宅街が隣接しているので、住民との共存をはかり、環境を守
るために、ビオディナミは必然の選択だったと、オーナーのジェラール・ローラン氏は話して
いた（53）。

まとめにかえて
以上、環境を守るための国際的な枠組みと、それに基づいたボルドーの対策、その先進性を俯

瞰してきた。最後に、今後の方向性について、若干付記しておきたい。
これまでボルドーが取り組んできた対策は、今後、後戻りすることはなく、むしろ加速すると

考える。理由の一つは、国際的な枠組みがさらに厳しいものとなっていることである。2014年に
採択された、「EU Climate package 2030」では、2021年から2030年のEUの目標として、温室効
果ガスの排出量の最低40%減（1990年比）、再生可能エネルギーの最終エネルギー消費量に対す
るシェアを最低32%とすることを掲げた（54）。一方、フランスは、2015年 8 月17日付けのエネルギー
移行法にて、温室効果ガスの排出量を2030年までに1990年比で40%減、再生可能エネルギーの最
終エネルギー消費量に対するシェアを32%とするなど、EUの目標に合わせた（55）。その後、
2017年 7 月 6 日、当時の環境連帯相であったニコラ・ユロ（Nicolas Hulot）が「Plan Climat（環
境計画）」を発表し、この中で、2050年までに「カーボン・ニュートラル」を実現することを目
標に含め（56）、EUの計画のさらに先を行く形となった。その後EUも2018年11月、2050年までの

「カーボン・ニュートラル」の実現を発表した（57）。　
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このような中、ボルドーは今年、「Plan Climat 2020」の最終年を迎え、目標達成度合いの検
証が行われ、今後の方向性を策定することとなろう。本稿でみてきたとおり、ボルドーはSME
を軸として、他のフランスのワイン産地に先んじて実績を挙げてきた。フランスをリードするワ
イン産地として、今後も政府の2030年の目標の枠内で、温室効果ガスの排出量の削減などに取り
組んでいくことは間違いない。

もう一つの理由は、「殺虫剤ゼロ」への歩みが進むことである。ボルドーやコニャックなどが
属するヌーヴェル・アキテーヌ地域圏は、2030年までにブドウ栽培における殺虫剤の使用を中止
し、環境を守りながら、魅力ある場所とするために、行政、農業会議所、ボルドーワイン委員会
などの各地の生産者委員会、14の研究機関など130以上の関係者を包含したプロジェクト
VitiREVを2018年に立ち上げた。政府からの支援金として総額9,360万ユーロが支払われることも
決定した（58）。殺虫剤にかわる代替案の研究開発や現場でのノウハウの共有などが進められてい
くことであろう。

環境を守り、都市化とブドウ栽培を共存させ、持続可能なブドウ栽培としていくボルドーの取
り組みは、今後もさらに強化されるといえる。
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